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第１回幹事会を開く 

改革なき、消費増税こそ 

自民党のねらい 
退職者連合は8月22日、連合会館8階にある連

合本部三役会議室で2012年度最初の幹事会を開き

ました。なお、当日は幹事会の前に第 2 回常任幹

事会と第5回9･15常任実行委員会が開かれ、幹事

会後には、第3回9･15実行委員会が開かれました。

 

△第１回幹事会であいさつする阿部会長（中央）。（22 日、連合本部） 

会議の冒頭、阿部保吉会長があいさつに立ち、

「総会から 40 日が経過した。今、野田政権は最

悪のシナリオで解散に追い込まれている。自民党

のねらいは国民に人気の悪い消費増税を（民主党

に）国会で通させ、社会保障改革はやらせない、

ということだ。これをどう切り返すのか。切り口

は３つある。１つ目は選挙法改正で民主党の選挙

公約を果たすこと、２つ目は社会保障制度改革国

民会議を設置して、国民に開かれた議論をするこ

と、３つ目は来年度予算編成をして、民主党はこ

うすると国民に示すことだ」と述べ、社会保障制

度の改善・改革の実現に向けて 9･15 全国高齢者

集会への結集を呼び掛けるとともに集会成功へ

の決意を明らかにしました。 

国会議員要請・全国行動の実施決まる 

7月31日厚労省（辻副大臣）への要請、8月6

日民主党要請、8月2日社民党要請が中央で実施

され、今年度の「対政府要求」での行動がスタ

ートしたことを受け、この日の幹事会において、

地方退職者連合を中心に全国で国会議員要請行

動を以下の通り実施することを決めました。な

おこの行動は、9月 16日開催の第１回組織代表

者会議で意思統一した後、開始となります。 

 

＜実施内容＞ 

１．要請対象国会議員：民主党の衆・参議員及び 

  各組織の推薦、提携議員。 

２．実施期間：2012年11月末まで。 

３．要請事項：退職者連合第16回定期総会で決 

  定された対政府要求とする。（地域の独自要 

求の追加等可）。 

*重点要求①後期高齢者医療制度の廃止問題 

②公的年金控除等最低保障140万円と老年者

控除50万の復元問題。 

４．要請方法：必ず議員と面談して退職者連合の

要求内容を説明し、議員の見解を聞く。 

５．要請対象国会議員の区分 

（ｱ）中央組織 ①比例代表の衆・参議院議員② 

衆・参選挙区・比例代表を問わず組織内又 

は協力議員等要請を要する議員。 

（ｲ）地方組織 ①当該都道府県の選挙区選出 

   の衆・参議員②衆院比例代表議員のうち、 

復活当選した議員で、県内に選挙区があ 

る議員。 

６．中央組織の傘下地方組織への徹底：今回の議 
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  員要請は退職者連合の地方組織が中心とな

りますので中央組織は傘下の地方組織に対

し地方退職者連合への協力方を徹底するよ

うお願いします。 

７．報告：2013年１月末。 

 

幹事と会計監査が交代 

幹事会では、幹事と会計監査の交代について羽

山治美事務局長から提案があり、新しく幹事には

五十嵐久（郵政退協）、寺井律子（日退教）、柴田

哲夫（Ｎ退協）の３氏が承認され、また会計監査

については西村勲氏（Ｎ退協）が承認されました。 

                       

 

第８回組織強化委員会を開催 

    

8月22日午前10時から連合本部3階で第8回組

織強化委員会が開かれました。会議では、9 月 16

日に開催される第１回組織代表者会議で組織拡

大・強化に向けた取り組みの意思統一をしっかり

と行うことが確認されました。委員からは、産別

退職者組織での会員拡大、中央未組織産別対策の

強化、退職者連合本部の取り組み強化などの意見

が出され、さらに個人加盟の検討では、地方のヒ

アリングを実施することなどが提案されました。 

                        

 

■民主党・厚生労働部門会議ヒアリング■ 

後期高齢者医療制度の廃止と公的年

金等控除最低保障 140 万円・老年者

控除50万円の復元せまる！ 

 

平成25年度予算概算要求と税制改正について退

職者連合からの要望を聞くため、民主党は8月24

日 13 時 30 分から、衆議院第2議員会館にある民

主党会議室においてヒアリングを行いました。主

催は、民主党厚生労働部門会議（座長・長妻昭衆

議院議員）。民主党からは、長妻座長、柚木道義副

幹事長（衆議院議員）など部門会議所属の衆参国

会議員及び秘書団約40名が出席。一方退職者連合

からは、羽山治美事務局長、木村寛事務局次長、

林道寛事務局次長、川端邦彦医療・介護専門委員

長らが出席しました。 

ヒアリングでは、まず羽山治美事務局長が退職者

連合の対政府要求について内容を説明。特に重点要

求である後期高齢者医療制度の廃止と公的年金等

控除最低保障140万円及び老年者控除50万の復元

について、実現を強く求めました。 

これに対し、長妻座長は「退職者連合の以前から 

の要望であり、民主党がマニフェストで掲げてい 

る控除の件（公的年金等控除最低保障140万円及 

び老年者控除50万円の復元）については、引き続

き財務省と交渉していきたい。また後期高齢者医

療制度の廃止問題では、共有化できるのは、市町

村国保で維持していけるのか。広域でやる必要が

あるということだ。この点は、3党合意でも共有し

ている。今後、社会保障制度改革国民会議で検討

を進めていきたい」と述べた。会場の議員からは

「高齢の定義は何か」「基礎年金の受給期間の短縮

についての考えは」「高齢低所得単身女性の問題と

は」「財務省は、公的年金控除ついては復元どころ

か控除そのものをなくそうと考えている。民主党

の公約を進めていきたい」などの質問・意見が出

されました。 

ヒアリングは、柚木副幹事長の「（退職者連合の 

要望については）年末の平成25年度予算編成、税 

制改正の中で取り組んでいきたい」とのまとめで

おわりました。 

 

△民主党会議室で行われたヒアリング（24 日） 


